
平成30年度 令和1年度
経常収益 2,378,057 2,355,036

資金運用収益 1,943,526 1,924,012

貸出金利息 1,057,615 1,059,616

預け金利息 154,158 154,195

有価証券利息配当金 710,936 687,329

その他の受入利息 20,815 22,870

役務取引等収益 231,465 238,165

受入為替手数料 111,435 112,751

その他の役務収益 120,029 125,414

その他業務収益 161,828 174,467

外国為替売買益 248 ー

国債等債券売却益 148,485 142,505

国債等債券償還益 99 358

その他の業務収益 12,994 31,602

その他経常収益 41,236 18,390

償却債権取立益 20,224 10,320

金銭の信託運用益 6,431 2,036

その他の経常収益 14,580 6,033

経常費用 2,171,853 2,024,646

資金調達費用 42,034 37,782

預金利息 40,935 37,145

給付補填備金繰入額 944 476

借用金利息 70 70

その他の支払利息 84 90

役務取引等費用 144,816 154,479

支払為替手数料 34,291 34,512

その他の役務費用 110,525 119,967

その他業務費用 228,174 75,938

外国為替売買損 ー 225

国債等債券売却損 1,543 562

国債等債券償還損 225,828 48,809

国債等債券償却 ー 25,662

その他の業務費用 801 679

経費 1,469,941 1,425,786

人件費 814,372 781,237

物件費 621,848 611,333

税金 33,720 33,216

その他経常費用 286,886 330,659

貸倒引当金繰入額 237,002 205,056

貸出金償却 ー 53,524

株式等売却損 ー 0

その他資産償却 ー 132

その他の経常費用 49,884 71,946

経常利益 206,203 330,390

平成30年度 令和1年度
特別利益 304,379 ー

固定資産処分益 599 ー
県中小企業等グループ補助金 303,780 ー

特別損失 31,628 20,149
固定資産処分損 5,665 2,050
減損損失 ー 18,098
創立90周年記念事業費 25,963 ー

税引前当期純利益 478,954 310,240
法人税、住民税及び事業税 199,921 99,256
法人税等調整額 △ 40,091 △ 169,587
法人税等合計 159,830 △ 70,331
当期純利益 319,124 380,571
繰越金（当期首残高） 200,403 225,109
特別積立金取崩額（90周年記念） 25,963 ー
当期未処分剰余金 545,491 605,681

（単位：千円） （単位：千円）

平成30年度 令和1年度
未処分剰余金 569,528 605,681

当期未処分剰余金 545,491 605,681

特別積立金取崩額
（90周年記念） 24,036 ー

剰余金処分額 344,418 252,053

利益準備金 31,912 38,057

普通出資に対する配当金 （年2.00%）12,506 （年2.00%）12,196

優先出資に対する配当金 （年0.00%）　　　  ー （年0.01%）　1,800

特別積立金 300,000 200,000

繰越金（当期末残高） 225,109 353,628

（単位：千円）

【損益計算書の注記】
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

子会社との取引による収益総額　　  312千円
子会社との取引による費用総額　11,940千円

出資１口当たり当期純利益金額306円82銭

「その他の経常収益」は、睡眠預金利益計上分6,033千円となっており
ます。 

「その他の経常費用」には、責任共有制度負担金33,239千円、偶発損
失引当金繰入超過額31,456千円、買入金銭債権評価引当金5,285
千円、睡眠預金払戻金1,114千円、睡眠預金払戻引当金繰入超過額
851千円を含んでおります。

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上し
ております。

地域 主な用途 種類 減損損失（千円）
宮城県東松島市 遊休不動産 1箇所 土地 18,098
上記は、店舗移転により遊休不動産となったもので土地の帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上
致しました。
なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能額は、固定
資産税評価額に基づき算定した正味売却価額を回収可能価額とし
ております。
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